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1．はじめに
　行政機関は，一・一“万において，行政目的を達成するためにさまざまの情報を入手するとともに，
他方において，国民対してその管理する情報を提供する。したがって，行政機関の情報活動は，
情報の入手と情報の提供との二つに大別される。以下それぞれについての現行法制を概観するこ
ととする。
2　行政機関による情報の入手
　正確な情報が入手されなければ，行政の妥当性を期待することができないのはあえていうまで
もないが，法制の観点から見た場合，行政機関による情報の入手は，国民の通報による情報の入
手と行政機関の調査による情報の入手とに分けて理解するのが適当であろう。
　（1）国民の通報による情報の入手
　国民の通報は，法律上の義務に基く通報と自由意思による通報とに分かれる。
　法律は，しばしば国民に対して一定の事項を行政機関に通報すべき旨を一一般的に命ずることが
ある（この義務は，通常罰則で担保されている）。このような通報は，届出，報告・申告などと
いわれるが，国民に対して一定の事項を行政機関に通報すべき旨を一般的に命ずる制度をここで
は届出制ということとする。前に法律上の義務に基づく通報といったのは，この届出制の下にお
いて国民の義務として行われる通報を指すのである。
　これに対して，自由意思による通報がいかなるものであるかは，あえて説明するまでもない。
　　1．届出制
　届出制が設けられる理由は，行政機関に，時機を失することなく，必要な行政措置をとること
ができるようにさせるためである。その立法例は，極めて多いが，後続する行政措置を基準とし
て若干の立法例をあげれば，次のとおりである。
　　　（1，下命を可能にする届出制
　この種の届出制に属する立法例は，林業種苗法17条による配布事業の開始に関する届
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出制（同法19条による是正命令を可能にする），大気汚染防止法6条1項によるばい煙発生施
設の設置に関する届出制（同法9条による計画変更命令を可能にする），水質汚濁防止法5条に
ょる特定施設の設置に関する届出制（同法8条による計画変更命令と可能にする），騒音規制法
6条にょる特定施設の設置に関する届出制（同法12条による改善命令を可能にする），道路運
送法99条による自家用貨物自動車の使用に関する届出制（同法102条による自家用自動車の
使用の制限又は禁止を可能にする）等である。
　下命を可能にする届出制は，下命権を伴う届出制をいうこともできよう。
　一定の行為をしようとする場合にいわば事前にそのことを届け出るべき旨を定める届出制は
事前届出制と，一定の行為をした場合にいわば事後にそのことを届け出るべき旨を定める届出制
は事後届出制といわれるが，下命権を伴う事前届出制は，将来生じうべき反公益的事態の事前抑
制のための制度であって，許可制に近い役割を果たす行政手段であり，下命権を伴う事後届出制
は，すでに生じた反公益的事態の改善・是正をねらう制度である。
　　　（2）行政指導を可能にする届出制
　この種の届出制に属する立法例は，振動規制法6条による特定施設の設置に関する届出制（同
法9条による計画変更勧告を可能にする），騒音規制法6条による特定施設の設置に関する届出
制（同法12条による改善勧告を可能にする），国土利用計画法23条による土地に関する権利
の移転等に関する届出制（同法24条による土地売買等の契約の締結の中止等の勧告を可能にす
る）等である。
　行政指導を可能にする届出制は，勧告権を伴う届出制ということもできる。勧告権を伴う届出
制は，下命権を伴う届出制と比較し，相手方に対する当りが軟い点に特色があるが，その実質上
のねらいは，下命権を伴う届出制と同様，将来生じうべき反公益的事態の事前抑制又はすでに生
じた反公益的事態の改善・是正にある。
　　　（3）公簿への登載を可能にする届出制
　この種の届出制に属する立法例は，民法737条による婚姻に関する届出制（戸簿法15条に
よる戸簿の記載を可能にす，る），民法79条による縁組に関する届出制（戸簿法15条によるP
籍の記載を可能にする），住民基本台帳法21条による転入に関する届出制（同法5条によ
る住民基本台帳への記録を可能にする）。
　　　（4）法律的行為の効力の停止を可能にする届出制
　この種の届出制に属する立法例は，証券取引法4条による有価証券の募集又は売出しに関する
届出制（同法10条による効力停止命令を可能にする）等である。
　なお，道路交通法72条による報告義務，麻薬取締法37条1項による記帳義務も，実質的に
は，届出制の一種と見るべきであろう。
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　憲法37条1項は，「何人も自己に不利益な供述を強要されない⊥と現定する。いわゆる黙秘
権である。届出制については，それが黙秘権に違反するかどうかという憲法問題があるが，昭和
29年7月16日の最高判決は旧麻薬取締法4条1項による記帳義務が，昭和37年5月2日の
最高裁判決は旧道路交通取締法24条1項・28条1号・旧同法施行令67条2項による報告義
務が憲法38条1項に違反するものではないとしている。
　　2．自由意思による通報
　行政機関は，しばしば国民の自由意思による通報によって情報を入手する。この通報は，しば
しば，行政機関に，適宜の行政措置をとるこどを可能にさせる。
　この種の通報のうち，内密に行われるものは，密告といわれる。またこの種の通報を奨励する
ために，報償金が支払われることがある。
　出入国管理及び難民認定法62条1項は，「何人も，第24条各号の1に該当すると思料する
外国人を知ったときは，その旨を通報することができる」と規定する。「第24条各号の1に該
当する」外国人とは，いわゆる不法残留者である。そして，同法66条は，「第62条第1項の
規定による通報をした者がある場合において，その通報に基いて退去強制令書が発付されたとき
は，法務大臣は，法務省令の定めるところにより，その通報者に対し，5万円以下の金額を報償
金として交付することができる」と規定するが，これにっいては，密告の奨励ではないかとの非
難がある（昭和57年3月29日の毎日新聞朝刊）
　報償金による通報の奨励は，右の62条・66条のような法律の根拠がなくても行うことがで
きる。そして，それは，行政調査の目的いかんによっては，結構用いられている情報入手の手段
である。
　（2）行政機関の調査による情報の入手
　行政機関の調査は，簡単に行政調査といわれるが，行政調査は，その目的からいって，犯罪捜
査とそれ以外の行政調査（狭義の行政調査）とに分かれる，犯罪捜査については，刑事被告人の
人権を保護するために，憲法及び刑事訴訟法がきびしい制限を定めている。
　行政調査は，その手段からいって，権力的手段によるものと非権力的手段によるものとに分か
れるが，前者は強制調査，後者は任意調査といわれる。
　　1．強制調査
　　　（1）行政調査権の態様
　行政調査のために権力手段はを行使しうる権限は，行政調査権であるが，行政調査権は，報告
徴収権・資料徴収権・質問権・検査権の4つから成っている。
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　　　　（ア）報告徴収権
　報告徴収権とは，行政機関が所要の情報を入手するために，国民に報告を命ずる権限をいう。
報告は，通常文書によって行われる。報告徴収権の立法例は，極めて多い。消防法4条1項，騒
音規制法20条，海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律48条，自然環境保全法20条等が
その例である。報告は．申告といわれることもある（統計法5条等）。報告徴収権は，罰則によ
って担保されている。
　　　　（d）資料徴収権
　資料徴収権とは，行政機関が所要の情報を入手するために，国民に資料の提出を命ずる権限を
いう。文書も，資料の一っであるが，報告としての文書と資料としての文書とのちがいは，前者
が新たに作成されるものであるのに対して，後者がすでに作成されているものである点にあるとい
えよう。
　資料徴収権の立法例は，消防法4条1項，統計法13条等である。資料徴収権も，罰則によっ
て担保されている。
　　　　（ウ）質問権
　質問権とは，行政機関が所要の情報を入手するために，その質問に回答することを命ずる権限
をいう。質問及び回答は，通常口頭で行われる。質問は，湘手方を一定の場合に出頭させて行う
ことがあるが，出頭を求めて質問することは，喚問といわれる（国家公務員法17条2項等）。
　質問権は，罰則によって担保されるが，その罰則は，質問に対して回答しない行為に対する
ものと，偽りの回答をした行為に対するものとに分かれる。
　質問権の立法例も，極めて多い。所得税法234条1項，消防法4条1項，統計法13条等がそ
の例である。
　質問権についても，それが憲法38条の定める黙秘権にてい触しないかという憲法問題がある
が，昭和47年11月22．日の最高裁判決は，所得税法による質問権が黙秘権にてい触しないと
する。
　　　　←）検査権
　検査権とは，行政機関が所要の情報を入手するために，国民の意思に反して，住居，書類及び
所持品を検査する権限をいう。行政機関が住居に立ち入って，検査をすることは，特に立入検査
権といわれる。また質問権と検査権を併称する場合には，質問検査権といわれ，犯罪の発見のた
めの検査権は，捜査権又は捜索権といわれる。
　捜査権は別として，検査権の立法例も，極めて多い。所得税法234条，消防法4条1項，統計法
13条，森林法49条，土地収用法35条等は，その例である’。
　憲法35条は，「何人も，その住居，書類及び物品について，侵入，捜索及び押収を受けるこ
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とのない権利は，第33条の場合を除いては，正当な理由に基いて発せられ・．且っ捜索する場所
及び押収する物を明示する令状がなければ侵されない。」と現定している。いわゆる令状主義
である。この令状主義が犯罪の発見のための捜査に適用があるのは，いうまでもないが，それを
目的としない検査にも適用があるかどうかは，かなりむずかしい憲法問題である。昭和47年
11月22日の最高裁判決は，令状なしに行使されることになっている所得税法上の検査権を違
憲でないとする。
　なお，検査権にっいては，相手方がこれに抵抗した場合に，実力を以ってその抵抗を排し，検
査を強行することができるかどうかという問題がある。検査権は，罰則をもって担保されている
場合とそうでない場合とがある。罰則をもって担保されている場合には，そのような実力強制を
することができないという見解があるが，果たしてそのように解すべきかどうかは問題であり，
実力強制が許されるかどうかは，実力強制をしてでも検査をしなければ，行政目的を達成し得な
いかどうかによって判断すべきではないかと思われる。
　　　（2）行政調査権の濫用
　行政調査権は，一定の行政目的のために与えられるものであるから，それ以外の目的のために
これを行使することは，権限の濫用として許されない。特に令状主義を満足させない通常
の行政調査権を犯罪捜査のために利用することは，許されない。そのような濫用を防止するため
に，法律は，通常の行政調査権について，しばしば「犯罪捜査のために認められたものと解して
はならない」という規定を設けることがある（たとえば，所得税法234条2項，法人税法
156条等）。
　　2．任意調査
　任意調査の手段の態様も，強制調査のそれと同様，報告の徴収・資料の徴収・検査・質問の4
つである。ただ任意調査の場合には，あくまで相手方の自由意思による協力を前提とするから，
相手方は，行政機関の要求があっても，報告・資料の提出・検査をこばみ，又は質問があっても，
黙秘することができるわけである。
　任意調査は，ことがらの性質上法律の根拠がなければ行うことができないというわけのもので
はない。しかし，法律の根拠がある場合もある。たとえば，後述の警察官職務執行法（いわゆる
警職法）2条，刑事訴訟法197条2項，破壊活動防止法27条等がその例である。
　警職法2条は，「警察官は異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断して何らかの犯罪を
犯し，若しくは若そうとしていると疑うに足りる相当な理由のある者又は既に行われた犯罪につ
いて，若しくは犯罪が行われようとしていることにっいて知っていると認められる老を停止させ
て質問することができる」の規定する。いわゆる職務質問であるが，法律上は，これも，任意調
査としての質問に過ぎない。したがって，相手方は，停止を求められても，停止せず，質問を受
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けても，答えないことができるわけである。職務質問の限界を問題とした判例として，昭和29
年12月27日の最高裁判決がある。
3　行政機関による情報の提供
　（1）情報の提供の目的
　行政機関による情報の提供の目的には，2っある。第1の目的は，国民の個々の生活上の利益
を図るためである。この目的のために行われる情報の提供は，サービス行政の一種と見てよいで
あろう。’後述の火災警報，水防警報などは，その典型的事例である。
　第2の目的は，行政に対する国民の批判を可能にするためである。これが行政の民主化に役立
っことは，いうまでもない。最近世論が強く要請する情報公開制の主たる目的は，この点にある。
　（2）提供される情報の種類
　行政機関が提供する情報は，大別して2種類ある。1っは，将来の事実に関する情報であり，
他は，過去の事実に関する情報であるb前者は予報叉は警報といわれるものであり，消防法22
条による火災に関する警報，水防法110条の4第1項による水防警報等がその例である。
　（3）情報の提供の相手方
　情報の提供の相手方は，特定の老である場合と，一般国民である場合とがある。一般国民に対
してなされる情報の提供は，「公表」といわれる。行政機関の管理する情報のうち，公簿に記載さ
れた情報を一般国民に提供する方法は，その公簿の縦覧を通じてである。
　（4）情報の提供の義務と職務上の秘密
　情報の提供は，現行法制の下では，原則として行政機関の裁量に委されている。すなわち，情
報を提供するかしないか，するとしていかなる情報を提供するかは，当該行政機関の裁量に属す
る。しかし，現行法制の下においても，この原則には，例外があって，情報の提供が法律上行政
機関の義務とされる場合もある。農業基本法6条による農業の動向に関する年次報告（いわゆる
農業白書），林業基本法9条による林業の動向に関する年次報告（いわゆる林業白書），統計法
16条による指定統計調査の結果の公表，所得税法233条による申告書の公示等は，その例で
ある。また，公簿の縦覧制も，その例である。
　他方において，行政機関の管理する情報のうちには，職務上の秘密に属するものがあり，職務
上の秘密に属する情報については，提供が禁止されている。この点に関する一般規定は，「職員
は，職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後といえども同様とす
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る」と規定する国家公務員法100条1項及び同文の地方公務員法34条1項である。そして，
この一般規定に加えて，個別的事項にっいて公務員に守秘義務を課した規定が存在する。統計法
14条，所得税法243条，法人税法163条，地方税法22条，国防会議の構成等に関する法律
5条2項等がその例である。
　職務上の秘密は，プライバシーすなわち個人の秘密と国家的機密に大別されるが，それぞれの
範囲がどこまで及ぶかにっいてしばしば紛議が生ずるのは，周知のとおりである。
　以上述べたような現行法制に対して，最近は，情報の公開を求める声が強い。情報の公開とい
うのは，情報の提供についての行政機関の裁量権を否認して，情報の提供の義務を原則化しよう
とするものである。この世論に促されて，自治体のうちには，情報の公開を義務づける条例，す
なわちいわゆる情報公開条例を制定しようとする動きを見せているものがいくつか見受けられる。
　情報の公開が行政の是非に対する批判を容易にする意味において，行政の民主化のためには望
ましいとはいえようが，情報公開条例についても，いくっか難問はあるようである。たとえば，
いかに情報の公開が必要であるといっても，いわゆる職務上の秘密を全面的に排除放逐すること
ができないか，その範囲をいかに定めるか，あるいは機関委任事務に関する情報の扱いをどうす
るか等である。
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